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業績予想の修正及び特別損失の計上に関するお知らせ 
 

最近の業績の動向等を踏まえ、平成 22 年 11 月 12 日に公表いたしました第２四半期累計期間（平成
22 年 10 月１日～平成 23 年３月 31 日）業績予想を下記のとおり修正いたしますのでお知らせいたしま
す。 

記 
１．連結業績予想の修正 
(1) 第 2四半期連結累計期間（平成 22 年 10 月１日～平成 23 年３月 31 日） 
                                    （単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり四

半期純利益 

前回発表予想（A） 1,533 52 69 36 9 円 03 銭

今回修正予想（B） 1,336 86 107 44 11 円 18 銭

増 減 額（B－A） △196 34 38 8 

増 減 率（％） △12.8 65.5 56.3 23.8 

（ご参考）前期第 2四半期実績 

（平成 22 年 9月期第 2四半期） 
1,922 147 164 91 22 円 86 銭

 
 
２．個別業績予想の修正 
(2) 第 2四半期累計期間（平成 22 年 10 月１日～平成 23 年３月 31 日） 
                                    （単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり四

半期純利益 

前回発表予想（A） 1,533 50 66 35 8 円 78 銭

今回修正予想（B） 1,335 79 99 39 9 円 89 銭

増 減 額（B－A） △197 29 33 4 

増 減 率（％） △12.9 58.3 51.1 12.7 

（ご参考）前期第 2四半期実績 

（平成 22 年 9月期第 2四半期） 
1,914 143 157 88 22 円 30 銭

 
 
３．修正の理由 

連結業績予想の売上高につきましては、当社グループにおける主要事業である函物及び機械
設備関連事業において、従来の主力製品であるラックおよびアーム関連製品、さらに新製品で
ある太陽光パネル架台等を中心に販売拡充を進めてまいりました。しかし、まとまった案件を
受注することができなかった、また、第３四半期以降にずれ込んだ案件がいくつかあることに
より、当初計画を下回る結果となっております。一方、介護関連事業におきましては、利用者
確保の営業活動を進めてはいるものの当初計画よりも微減となっております。 
利益面におきましては、売上高が減収となってはいるものの、材料発注のコストダウンを図
ることができ、さらに人員配置の効率化による生産性の向上を図ることで、経費の削減がなさ
れ原価率を改善することができております。また、上半期に計画しておりました研究開発等に
かかる経費が下半期以降に移行したことから、当初予想よりも函物及び機械設備関連事業並び
に介護関連事業ともに営業利益・経常利益・四半期純利益は上回る見通しとなりました。 
個別業績予想につきましても、連結業績予想と同様の理由により、売上高は減収、営業利益・
経常利益・四半期純利益についてはともに増益となる見通しとなりました。 



４．平成 23 年９月期通期業績予想の修正（平成 22 年 10 月 1 日～平成 23 年９月 30 日） 
通期業績予想につきましては、平成 23 年３月 11 日に発生いたしました「東日本大震災」の
災害リスク等を勘案し、先行き不透明感は否めないことから、現時点においては、平成 22 年
11 月 12 日公表の通期業績予想は変更せず、据え置くことと致します。 
 

【参考】 
平成 23 年９月期連結業績予想数値（平成 22 年 10 月 1 日～平成 23 年９月 30 日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

通 期 3,173 110 150 80 20 円 07 銭

 
平成 23 年９月期個別業績予想数値（平成 22 年 10 月 1 日～平成 23 年９月 30 日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

通 期 3,173 110 150 80 20 円 07 銭

 
 

５．特別損失の計上について 
当社保有資産について、資産物件の老朽化および保有目的の変更等により資産廃棄に伴う固
定資産除却損及び附帯費用２千６百万円を特別損失として計上する見込みであります。 
 
 

（注）上記の予想につきましては、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもの
であります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 
以上 


